様式第１号（第４条関係）

第　　　　　号

年　　月　　日

宇佐市長　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

宇佐市森林環境保全推進事業補助金交付申請書
年度宇佐市森林環境保全推進事業について、関係書類を添えて下記のとおり補助金の交付を申請します。

記

補助金の交付申請額　　金　　　　　　　　　　円

添付書類

　（１）補助金等の交付を必要とする事由を記載した書類
（２）事業計画書
（３）収支予算書
(４) その他市長が必要と認める書類

（１）補助金の交付を必要とする事由（事業の趣旨、目的）

記載例：〇〇自治区北部に存在する松林は防風保安林に指定されており、強風から地域の住宅や田畑を守って来た。しかしながら近年、松くい虫被害により、その多くが枯倒している状態である。そのため、本補助金を活用し、下刈り及び抵抗性マツの植樹を行い、松林の再生を図りたい。
記入欄
（２）事業計画書

	事業実施主体
	

	事業名
	1 森林づくり活動事業               □
2 森と海をつなぐ環境保全推進事業   □
※上記のいずれかの□に✔を付けて下さい。

	事業内容
	

	事業量
	

	実施期間
	　　年　　　月　　　日～　　　年　　　月　　　日

	実施場所
	


注： １　事業名については、実施場所や内容から①および②のいずれかを選択する。
２　事業内容については、実施予定の事業について可能な限り詳しく記載すること。
（例：下刈り 〇〇ha、植樹 〇〇本、伐採 〇〇haなど）
３　事業量については、予定活動回数、予定参加者数等を記載する。

４　実施期間については、当該年度における事業の開始から完了までの予定期間を記載する。
事業を複数回に分けて行う場合、初回の事業開始予定日と最終の事業完了予定日を記載す
る。）
　　　 ５　実施場所については、１万分の１程度の図面を併せて添付すること。
（３）収　支　予　算　書
１　収入の部
	科　目
	予算額
	内　訳（明細、積算根拠等）

	補助金
	
	宇佐市森林環境保全推進事業補助金

	
	
	団体自己資金による資金

	
	
	団体自己努力による資金確保（寄付金、参加料等）

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


２　支出の部
	科　目
	予算額
	内　訳（明細、積算根拠等）

	補助対象経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小　計
	
	

	補助対象外経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小　計
	
	

	合　　計
	
	


注：　１　補助対象経費については、補助金請求時に領収書又は請求書の写しの提出が必要となるので、可能な限り正確な予算額の把握に努めること。
（４）その他の書類①
団　体　等　調　書
	団体名
	（ふりがな）

	
	

	団体の
所在地
	〒


	
	電話番号　　　　　　　　　　　

	代表者名
	（ふりがな）

	
	

	設立年月日
	
	会員数
	

	設立目的
	
	組織体制
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	組織の沿革
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	連絡
責任者
	（ふりがな）
	連絡先
	〒


	
	
	
	

	
	
	
	電話番号　　　　　　　　　　　


（４）その他の書類②
　　年　　月　　日

宇佐市長　　　　　　　　　　　宛て

所在地　　　　　　　　　　　　　　　

団体名　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　　　印
暴力団排除に関する誓約書
私（個人である場合はその者、企業である場合は当社、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後においても、下記の事項について誓約いたします。

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、私が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

（1） 私は、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではありません。かつ、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではありません。
（2） 私の法人の役員等（法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）は、暴力団員ではありません。
（3） 私及び私の法人の役員等は、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用しません。
（4） 私及び私の法人の役員等は、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しません。
（５）私及び私の法人の役員等は、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を持ちません。
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